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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第60期中及び第60期は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

３ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 146,553 161,826 179,030 305,368 338,159 

経常利益 (百万円) 21,011 24,968 27,547 44,075 52,980 

中間(当期)純利益 (百万円) 13,856 15,224 17,287 27,563 30,554 

純資産額 (百万円) 170,256 197,729 225,006 182,475 212,750 

総資産額 (百万円) 308,503 343,036 400,147 325,031 381,096 

１株当たり純資産額 (円) 669.69 777.78 875.33 717.13 836.31 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 54.27 59.88 68.23 107.54 119.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ 59.88 68.21 ─ 119.61

自己資本比率 (％) 55.2 57.6 55.2 56.1 55.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 14,036 13,021 19,139 31,244 44,881

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △9,124 △6,935 △13,668 △19,930 △26,015

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △14,328 △1,231 △9,575 △16,490 △5,160

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 42,222 51,678 56,828 46,474 60,845

従業員数 (人) 4,400 4,532 4,705 4,362 4,576 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第60期中及び第60期は潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

３ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

４ 純資産額の算定にあたり、第62期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。

  

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 99,402 111,571 122,720 204,962 232,315 

経常利益 (百万円) 18,914 22,268 23,104 37,866 44,621 

中間(当期)純利益 (百万円) 13,001 14,667 15,382 25,148 27,463 

資本金 (百万円) 23,320 23,320 23,320 23,320 23,320 

発行済株式総数 (千株) 255,885 255,885 255,885 255,885 255,885 

純資産額 (百万円) 152,853 179,316 197,163 163,456 190,992 

総資産額 (百万円) 265,600 293,882 347,330 278,812 329,629 

１株当たり純資産額 (円) 601.24 705.35 781.63 642.60 750.99 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 50.92 57.69 60.71 98.34 107.74

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ─ 57.69 60.69 ─ 107.72

１株当たり配当額 (円) 7.00 10.00 12.00 14.00 20.00

自己資本比率 (％) 57.6 61.0 56.8 58.6 57.9 

従業員数 (人) 2,049 2,141 2,255 2,053 2,142 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない基礎的研究開発等の部門に所属している

ものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 臨時従業員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

エラストマー事業 1,220 

エマルジョン事業 330 

合成樹脂事業 733 

多角化事業 2,269 

全社(共通) 153 

合計 4,705 

従業員数(人) 2,255 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の日本経済は、原油価格の高騰などの景気阻害要因はあったが、堅調な企業収益の改善を背

景とした設備投資の増加や雇用・所得情勢の好転から個人消費も底堅さを増し、これら国内民間需要に支えられて

景気は緩やかながらも拡大基調で推移した。 

当社グループの主要な需要業界においては、自動車、自動車タイヤの生産は前年を上回り堅調に推移し、製紙は

ほぼ前年並みとなった。半導体の生産は、パソコンや携帯電話需要が拡大したことにより、予想を上回る水準で推

移した。フラットパネル・ディスプレイの生産は、薄型テレビの需要が期待程拡大せず、液晶パネルの過剰生産に

よる在庫調整の動きが急速に広がり、当初の見込みを下回る伸び率に留まった。 

原料面では世界的な原油需要の増加や中東情勢不安等により、原油価格やナフサ価格が上昇し、石油化学系事業

における主要原材料は軒並み高騰を続け収益の圧迫要因となった。 

このような状況のもとで、当社グループは、石油化学系事業では、主要原材料価格の高騰という厳しい環境のも

と、収益の安定化を目指し拡販と採算是正のための価格改定に努めてきた。一方、情報電子材料を中心とした多角

化事業では、事業の一層の拡大に向けて独自の技術をベースに最先端の材料を継続投入し、グローバルマーケット

での展開に注力した。 

また、コストダウン・プロジェクトＣＲＧ-Ⅱ（Cost Revolution for Growth-Ⅱ）を推進し、引き続き全グルー

プ企業において原料から物流まで一体となったコスト削減に努め、収益の改善に取り組んだ。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は1,790億30百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は274億90百万

円（同10.6％増）、経常利益は275億47百万円（同10.3％増）、中間純利益は172億87百万円（同13.6％増）となっ

た。 

  

  

  

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

売上高             

 エラストマー事業 49,981 30.9 56,507 31.6 6,526 13.1 

 エマルジョン事業 12,247 7.6 11,564 6.4 △682 △5.6 

 合成樹脂事業 33,115 20.4 30,985 17.3 △2,129 △6.4 

 多角化事業 66,482 41.1 79,973 44.7 13,491 20.3 

合計 161,826 100.0 179,030 100.0 17,204 10.6 

国内売上高 99,576 61.5 110,464 61.7 10,888 10.9 

海外売上高 62,250 38.5 68,566 38.3 6,316 10.1 



  

  

区分 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減 

金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 売上高比(％) 金額(百万円) 比率(％) 

営業利益 24,861 15.4 27,490 15.4 2,628 10.6 

経常利益 24,968 15.4 27,547 15.4 2,579 10.3 

中間純利益 15,224 9.4 17,287 9.7 2,063 13.6 



①事業の種類別セグメントの業績 

(エラストマー事業部門) 

合成ゴムの国内については、スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴムなどの汎用合成ゴムは、自動

車タイヤ生産が堅調に推移し、原材料価格の上昇に対応した価格改定も加わり、売上高は前年同期を大幅に上

回った。エチレン・プロピレンゴム、ニトリルゴムなどの機能性特殊ゴムでは、自動車生産の増加を受けてゴ

ム用途が増加したことに加え、価格改定に努た結果、売上高は前年同期を上回った。 

合成ゴムの輸出については、汎用合成ゴムは高性能タイヤ向け溶液重合スチレン・ブタジエンゴム（Ｓ－Ｓ

ＢＲ）の拡販に努め、売上高は前年同期を大幅に上回った。機能性特殊ゴムは東南アジア向け需要が堅調であ

ったニトリルゴムを中心に売上高は前年同期を大幅に上回った。 

ブタジエン系及びスチレン・ブタジエン系熱可塑性エラストマーなどのＴＰＥについて、国内では、需要の

伸び悩みにより販売数量は前年同期並みとなったが、価格改定により売上高は前年同期を上回った。輸出につ

いては、ブタジエン系熱可塑性エラストマーが欧州、中南米向けの需要回復により堅調に推移したが、その他

ＴＰＥの不採算分野からの撤退により販売数量は前年同期並みとなった。売上高は、価格改定に努めた結果前

年同期を上回った。 

生産面では、Ｓ－ＳＢＲの生産能力を2005年末に年産３万５千トンから４万５千トンへと増強した。欧州で

も生産委託による供給体制を構築しており、積極的に拡大していく。また、エチレン・プロピレンゴムについ

て、鹿島工場の生産能力を2006年６月に年産３万６千トンへ引き上げるとともに、韓国の製造・販売合弁会社

である錦湖（クムホ）ポリケムへの出資比率を50％に引き上げ、2007年８月までに同社の生産能力を年産７万

８千トンまでに拡大し、ＪＳＲグループとしてアジア有数のサプライヤーとしての地位を確立していく。さら

に、中国での自動車部品用途のカーボンマスターバッチの需要拡大に対応するため天津、福州に続き広州地区

に工場を建設し、生産能力増強を図った。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、価格改定に取り組んだ。同時にグルー

プ全体でＣＲＧ-Ⅱプロジェクトを推進しコスト削減に努める一方、高付加価値品の拡販に努めた結果、利益は

前年同期を上回った。 

以上の結果、当中間連結会計期間のエラストマー事業部門の売上高は前年同期比13.1％増の565億7百万円、

営業利益は前年同期比4.4％増の56億86百万円となった。 

  

〔エラストマー事業〕 

  

  

(エマルジョン事業部門) 

国内については、主力製品の紙加工用ラテックスは、塗工紙の生産は前年並みだったが競争激化により販売

数量が減少したことにより、原料価格の上昇に対応した価格改定を行ったものの、売上高は前年同期を下回っ

た。 

アクリルエマルジョンについては、外壁塗料分野で販売数量が減少したことにより販売数量、売上高とも前

年同期を大幅に下回った。 

輸出については、価格改定に努めた結果、売上高は前年同期を上回った。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、価格改定に取り組んだ。同時にグルー

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 49,981 56,507 6,526 13.1 

営業利益(百万円) 5,449 5,686 237 4.4 

営業利益率(％) 10.9 10.1 △0.8 ― 



プ全体でＣＲＧ-Ⅱプロジェクトを推進しコスト削減に努めたが、販売数量減と原料価格の高騰が影響し、利

益は前年同期を下回った。 

以上の結果、当中間連結会計期間のエマルジョン事業部門の売上高は前年同期比5.6％減の115億64百万円、

営業利益は前年同期比35.4％減の8億42百万円となった。 

  

〔エマルジョン事業〕 

  

(合成樹脂事業部門) 

国内のＡＢＳ樹脂については、車両分野や建材分野において超耐熱ＡＢＳ樹脂（商標名：テクノＭＵＨ®）や

耐候性ＡＥＳ樹脂等の特殊ＡＢＳ樹脂の需要は堅調に推移したが、家電や電子機器用途の需要不振及び汎用品

を中心とした不採算分野からの撤退もあり、販売数量は前年同期を下回った。特殊・高付加価値分野への拡販

や価格改定に努めた結果、売上高は前年同期を上回った。 

海外については、特殊・高付加価値品の拡販や価格改定に努めたが、ＡＳＥＡＮ地域での２輪車向けの需要

不振や不採算分野からの撤退等により販売数量、売上高とも前年同期を下回った。 

現在、体質強化に向けた事業構造の改革を目指し、販売面では特殊・高付加価値品へのシフトを加速させる

とともに、生産面では現有プラントの再編・統合を進め大幅な合理化に取り組んでいる。 

収益面では、原材料価格の上昇により収益が大きく圧迫されたため、価格改定に取り組んだ。同時にグルー

プ全体でＣＲＧ-Ⅱプロジェクトを推進しコスト削減を図ったが、原材料価格の高騰が影響し、利益は前年同期

を下回った。 

以上の結果、当中間連結会計期間の合成樹脂事業部門の売上高は前年同期比6.4％減の309億85百万円、営業

利益は前年同期比27.3％減の15億87百万円となった。 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 12,247 11,564 △682 △5.6 

営業利益(百万円) 1,304 842 △462 △35.4 

営業利益率(％) 10.7 7.3 △3.4 ― 



〔合成樹脂事業〕 

  

  

(多角化事業部門) 

半導体製造用材料では、主力製品であるフォトレジストが、国内外の半導体生産の需要拡大の流れを受け、

エキシマレジストを中心に国内およびアジア向け輸出とも好調に推移した。エキシマレジストでは、特に新規

材料であるＡｒＦレジストの販売が拡販効果も加わり大幅に伸長した。欧米の現地子会社も欧米の半導体需要

が堅調に推移し売上高は前年同期を大幅に上回った。また、半導体製造用新規材料で、ＣＭＰ（Chemical 

Mechanical Planarization：化学的機械的平坦化）材料、多層材料、実装材料が需要増大と拡販により売上高

を大きく伸ばしたことも加わり、半導体製造用材料全体の売上高は前年同期を大幅に上回った。 

フラットパネル・ディスプレイ用材料では、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）用材料が、期の前半はテレビ用液

晶パネルの在庫調整の影響を受け、当初見込みを下回り低い伸び率に留まったが、期の後半から年末商戦など

の需要期に向けた生産が増加し始めたこともあり、売上高は前年同期を上回った。プラズマ・ディスプレイ

（ＰＤＰ）用材料は、輸出は低調に推移したが、国内において大型テレビの生産が好調に推移したことによ

り、売上高は前年同期を大幅に上回った。半導体製造用材料とともに、ＬＣＤ用材料においてもグローバルな

生産体制の構築を図っている。韓国のＬＣＤ用材料工場に続き台湾においてもＬＣＤ用材料の工場を建設し、

2006年７月より商業生産を開始した。 

光機能材料では、輸出用光ファイバーケーブルの需要拡大を背景に、主力製品である光ファイバー用コーテ

ィング材料が好調に推移したことにより、売上高は前年同期を大幅に上回った。耐熱透明樹脂アートン®は、主

要需要業界である光学フィルム分野での拡販に努めた結果、新規分野での採用が拡大し、売上高は前年同期を

大幅に上回った。当社は、2006年３月末にオランダのＤＳＭグループから国内外のディスプレイ用コーティン

グ材料および光学メディア用材料を中心とする事業を買収した。これに伴い、当社はグローバルに事業展開を

図り、光・電子材料分野での当社のリーディングポジションを強化していく。 

収益面では、ＣＲＧ-Ⅱプロジェクトの着実な実行によりコスト削減を図った。 

以上の結果、当中間連結会計期間の多角化事業部門の売上高は前年同期比20.3%増の799億73百万円、営業利

益は前年同期比18.9%増の210億47百万円となった。 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 33,115 30,985 △2,129 △6.4 

営業利益(百万円) 2,185 1,587 △597 △27.3 

営業利益率(％) 6.6 5.1 △1.5 ― 



〔多角化事業〕 

  

  

②所在地別セグメントの業績 

（日本） 

多角化事業では、半導体製造用材料及びフラットパネル・ディスプレイ用材料が好調に推移し売上高を伸ば

した。また、石油化学系事業では、高付加価値品の拡販及び採算是正のための価格改定に努めたことで売上高

は増加した。その結果、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比5.3％増の1,509億25百万円となった。しか

し、営業利益は原材料価格の高騰が影響し、前年同期比1.6％減の253億39百万円となった。 

  

（その他の地域） 

韓国のＬＣＤ用材料の製造・販売子会社や米国及びベルギーの半導体製造用材料の製造・販売子会社が売上

を伸ばしたこと等により、当中間連結会計期間の売上高は前年同期比51.9％増の281億5百万円、営業利益は前

年同期比332％増の38億24百万円となった。 

  

区分 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 増減額 増減率(％) 

売上高(百万円) 66,482 79,973 13,491 20.3 

営業利益(百万円) 17,701 21,047 3,346 18.9 

営業利益率(％) 26.6 26.3 △0.3 ― 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ40億17百万円減少し568億28百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、191億39百万円（前年同期比47.0％増）となった。

当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益270億71百万円からの主な調整は、減価償却費84億44百万円（前年

同期73億77百万円）、売上債権およびたな卸資産の増加による資金減少193億47百万円（同86億6百万円）、法人

税等の支払109億93百万円（同105億28百万円）である。前年同期比では、売上債権増加による資金減少があった

が、税金等調整前中間純利益、減価償却費が増加したことに加え、仕入債務等の増加による資金の増加もあった

ため、営業活動により獲得した資金は前年同期に比較して61億18百万円増加した。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、136億68百万円（前年同期比97.1％増）となった。

主な項目は、固定資産の取得による支出129億14百万円（前年同期68億80百万円）である。前年同期比では、固定

資産の取得による支出が60億34百万円増加したため、投資活動による資金の減少は前年同期に比較して67億33百

万円多くなった。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、95億75百万円（前年同期比678％増）となった。主

な項目は、自己株式の取得による支出54億円（前年同期5百万円）、配当金の支払25億40百万円（同17億78百万

円）である。 

財務活動による資金の減少は前年同期に比較して83億44百万円多くなった。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 金額は販売価格による。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注実績 

当社グループ(当社及び連結子会社)は受注生産を行っていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ ㈱ブリヂストンの前中間連結会計期間における販売実績等については、総販売実績に対する割合が10％未満のため記載を

省略している。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

エラストマー事業 45,281 12.8 

エマルジョン事業 10,328 △2.5 

合成樹脂事業 29,731 △7.9 

多角化事業 66,163 16.2 

合計 151,505 8.2 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

エラストマー事業 56,507 13.1 

エマルジョン事業 11,564 △5.6 

合成樹脂事業 30,985 △6.4 

多角化事業 79,973 20.3 

合計 179,030 10.6 

相手先 

前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

(株)ブリヂストン ― ― 18,299 10.2 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更及び新

たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における研究開発活動は、主に当社が主体となって、多様化する市場の要請に

応え、新たな事業分野を開拓するため、高分子化学とその周辺技術に基づく研究活動を進めている。 

当社グループの主な研究所は、組織的には研究機能別に編成され、高分子研究所、半導体材料研究所、精密電子研

究所、ディスプレイ研究所からなる四日市研究センター（四日市地区）および筑波研究所(筑波地区)の２地区５研究

所体制になっている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は、仕入品に係る受託研究費を含めて8,971百万円である。

当中間連結会計期間の研究開発活動の概要は次のとおりである。 

なお、研究開発費については、次期成長事業および基礎的研究開発等の各事業に配分できない費用1,674百万円を含

んでいる。 

  

(1) エラストマー事業 

高性能タイヤ用合成ゴム、機能・加工性を向上させたニトリルゴム、エチレン・プロピレンゴム、ポリオレフィ

ン樹脂改質用水添ポリマー及び熱可塑性エラストマーの開発を中心に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、742百万円である。 

  

(2) エマルジョン事業 

操業性・印刷適性に優れたペーパーコーティングラテックス及び各種アクリルエマルジョンの開発を中心に研究

開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、452百万円である。 

  

(3) 合成樹脂事業 

難燃ＡＢＳ樹脂、耐熱ＡＢＳ樹脂及び高機能複合ＡＢＳの開発並びにエンプラコンパウンド技術及び量産化技術

の開発を中心に研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、485百万円である。 

  

(4) 多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ材料、多層材料、実装材料、反射防止膜等）、フラットパネル・デ

ィスプレイ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディスプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバ

ー用コーティング材料、機能性コーティング材料、反射防止膜材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機

能化学品（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒子等）の開発を中心に

研究開発活動を行っている。 

当事業に係る研究開発費は、5,616百万円である。 

  

(5) 次期成長事業 



次期成長事業として、精密加工事業をはじめ、環境・エネルギー、メディカルなどを対象に研究開発を進めてい

る。精密加工事業では、光学分野の機能性フィルム分野を軸に新しい機能付与による差別化と新しい価値の提供を

目指す。燃料電池用の電解質膜では車載用や携帯用の開発を進めており、診断・検査等のメディカル分野において

の取り組みも積極化している。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）において、前連結会計年度末に計画中であ

った重要な設備の新設、除却等についての重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設または除却

等の計画はない。 

なお、平成17年６月に建設工事に着手し平成18年２月に完工したJSR Micro Taiwan Co.,Ltd.（非連結子会社、持

分法非適用会社）のフラットパネル・ディスプレイ用材料工場は、計画通り平成18年７月より本格的商業生産を開

始した。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

当社は平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行している。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 696,061,000 

計 696,061,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月８日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 255,885,166 255,885,166

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

― 

計 255,885,166 255,885,166 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日) 

  中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 577個 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 

57,700株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額を１円

とし、これに付与株式数を乗じた額とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成17年６月18日～平成37年６月17日 同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注) 

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役８名および当

社執行役員13名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役または

同左 



（注） 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

  

当社は会社法に基づき新株予約権を発行している。 

（注） 新株の発行に代えて当社が保有する自己株式を移転する場合は資本組入れは生じない。 

  

執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日（以下「権利行使開始日」とい

う）から新株予約権を行使できるものと

する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締

役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成18年６月16日) 

  中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数 391個 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 

普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 

39,100株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 各新株予約権の行使により発行または移

転する株式１株当たりの払込金額を１円

とし、これに付与株式数を乗じた額とす

る。 

同左 

新株予約権の行使期間 平成18年８月２日～平成38年６月16日 同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

発行価格  １円 

資本組入額 １円 (注)  

同左 

新株予約権の行使の条件 ①付与対象者は当社取締役９名および当

社執行役員13名である。 

②新株予約権者は、当社の取締役または

執行役員のいずれの地位をも喪失した日

の翌日（以下「権利行使開始日」とい

う）から新株予約権を行使できるものと

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締

役会の承認を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) フィデリィティ投信株式会社から、変更報告書（大量保有）の提出があり（報告義務発生日平成18年8月16日）、次の

とおり株式を所有している旨報告を受けているが、中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認

ができないので、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
― 255,885 ― 23,320 ― 25,179

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋１丁目１０番１号 40,866 15.97 

日本トラステイ・サービス信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番１１号 14,818 5.79

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 12,042 4.70

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（三菱化学株式会社退職給

付信託口） 

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 9,888 3.86

ザ チェース マンハッタン バ

ンク エヌエイ ロンドン 

東京都中央区日本橋兜町６番７号（常任代理人

株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

8,910 3.48

ザ チェース マンハッタン バ

ンク ３８５０３６ 

東京都中央区日本橋兜町６番７号（常任代理人

株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

7,534 2.94

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー  

東京都中央区日本橋兜町６番７号（常任代理人

株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済

業務室） 

7,075 2.76

株式会社みずほコーポレート銀行 

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟（常任代理人 資産管理サービス信託銀

行株式会社） 

6,801 2.65

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 5,998 2.34 

明治安田生命保険相互会社 

東京都中央区晴海１丁目８番１２号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟（常

任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会

社） 

4,034 1.57

計 ― 117,969 46.10 

氏名又は名称 住所
所有株式数

発行済株式 
総数に対する 



  

(千株) 所有株式数 
の割合(％) 

フィデリティ投信株式会社 

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号城山トラスト

タワー 

34,338 13.42 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が、5,000株(議決権50個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式25株が含まれている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式 3,661,000
― ― 

完全議決権株式(その他) 
  普通株式 

252,112,300 
2,521,123 ― 

単元未満株式 
  普通株式 

111,866 
― ― 

発行済株式総数 255,885,166 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,521,123 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 

ＪＳＲ株式会社 

東京都中央区築地 

５丁目６番１０号 
3,661,000 ― 3,661,000 1.43

計 ― 3,661,000 ― 3,661,000 1.43 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 3,710 3,520 2,995 2,920 2,930 2,810 

最低(円) 3,280 2,945 2,535 2,280 2,585 2,490 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成

している。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金     22,209   17,248    25,520  

２ 受取手形及び売掛金 ※4   72,744   92,635    78,315  

３ 有価証券     29,499   39,773    35,355  

４ たな卸資産     58,547   65,387    60,186  

５ 繰延税金資産     4,422   －    －  

６ 未収入金     14,560   23,899    20,657  

７ その他     6,562   8,283    11,174  

貸倒引当金     △118   △92    △145  

流動資産合計     208,427 60.8  247,135 61.8   231,065 60.6

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※1              

(1) 建物及び構築物   79,853    83,934   82,054    

減価償却累計額   53,707 26,146  55,572 28,361  54,349 27,704  

(2) 機械装置及び運搬具   204,130    215,749   210,764    

減価償却累計額   169,845 34,284  177,263 38,486  172,788 37,975  

(3) 土地     17,023   17,022    17,109  

(4) 建設仮勘定     1,895   ―    ―  

(5) その他   34,604    41,419   38,047    

減価償却累計額   27,869 6,734  29,969 11,449  28,824 9,223  

有形固定資産合計     86,084 25.1  95,321 23.8   92,011 24.2

２ 無形固定資産                

(1) ソフトウェア     2,037   ―    ―  

(2) その他     1,215   ―    ―  

無形固定資産合計     3,253 0.9  5,963 1.5   6,130 1.6

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券     39,447   42,063    44,545  

(2) 長期貸付金     1,677   ―    ―  

(3) 繰延税金資産     2,011   ―    ―  

(4) その他     2,301   9,832    7,512  

貸倒引当金     △166   △169    △168  

投資その他の資産合計     45,271 13.2  51,726 12.9   51,889 13.6

固定資産合計     134,608 39.2  153,011 38.2   150,031 39.4

資産合計     343,036 100.0  400,147 100.0   381,096 100.0

            



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金     64,366   82,975    78,462  

２ 短期借入金 ※1   18,263   17,711    19,277  

３ 一年内返済長期借入金 ※1   530   ―    ―  

４ 一年以内償還社債     ―   10,000    10,000  

５ 未払法人税等     9,029   9,354    10,975  

６ 未払金     4,696   16,827    6,321  

７ 未払費用     9,123   10,908    9,798  

８ その他     1,624   1,728    3,818  

流動負債合計     107,633 31.4  149,505 37.4   138,654 36.4

Ⅱ 固定負債                

１ 社債     10,000   ―    ―  

２ 長期借入金 ※1   3,487   1,660    1,607  

３ 退職給付引当金     14,400   14,865    13,921  

４ 役員退職慰労引当金     23   ―    ―  

５ 環境対策引当金     ―   3,093    3,093  

６ その他     6,153   6,015    7,111  

固定負債合計     34,065 9.9  25,634 6.4   25,735 6.7

負債合計     141,699 41.3  175,140 43.8   164,389 43.1

(少数株主持分)                

少数株主持分     3,607 1.1  ― ―   3,957 1.1

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     23,320 6.8  ― ―   23,320 6.1

Ⅱ 資本剰余金     25,179 7.3  ― ―   25,179 6.6

Ⅲ 利益剰余金     142,644 41.6  ― ―   155,433 40.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金     9,683 2.8  ― ―   11,151 2.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     △207 △0.1  ― ―   564 0.2

Ⅵ 自己株式     △2,891 △0.8  ― ―   △2,898 △0.8

資本合計     197,729 57.6  ― ―   212,750 55.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計     343,036 100.0 ― ―   381,096 100.0

            



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  23,320 5.8   ― ―

２ 資本剰余金     ― ―  25,179 6.3   ― ―

３ 利益剰余金     ― ―  170,033 42.5   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △8,288 △2.1   ― ―

株主資本合計     ― ―  210,244 52.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金     ― ―  9,913 2.5   ― ―

２ 為替換算調整勘定     ― ―  620 0.1   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ―  10,534 2.6   ― ―

Ⅲ 新株予約権     ― ―  17 0.0   ― ―

Ⅳ 少数株主持分     ― ―  4,210 1.1   ― ―

純資産合計     ― ―  225,006 56.2   ― ―

負債・純資産合計     ― ―  400,147 100.0   ― ―

                 



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円)

百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     161,826 100.0  179,030 100.0   338,159 100.0

Ⅱ 売上原価     109,638 67.8  123,420 68.9   230,011 68.0

売上総利益     52,187 32.2  55,610 31.1   108,148 32.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費                

１ 販売費 ※1 9,230    8,944   19,072    

２ 一般管理費 ※2 18,095 27,326 16.8 19,175 28,119 15.7 35,718 54,790 16.2

営業利益     24,861 15.4  27,490 15.4   53,357 15.8

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   48    175   142    

２ 受取配当金   331    338   493    

３ 賃貸料   202    ─   ─    

４ 為替差益   408    ─   1,179    

５ 持分法による投資利益   812    861   1,718    

６ その他の営業外収益   962 2,766 1.7 1,411 2,786 1.5 1,739 5,272 1.6

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   202    199   420    

２ たな卸資産廃棄損   1,480    1,428   3,349    

３ たな卸資産評価損   239    ─   ─    

４ 減価償却費   80    ─   ─    

５ その他の営業外費用   656 2,659 1.7 1,101 2,729 1.5 1,880 5,649 1.7

経常利益     24,968 15.4  27,547 15.4   52,980 15.7

Ⅵ 特別利益                

１ 固定資産売却益 ※3 30 30 0.0 ─ ― ― 30 30 0.0

Ⅶ 特別損失                

１ アスベスト処理費用   ─    431   ─    

２ 固定資産廃棄損   ─    43   299    

３ 環境対策引当金繰入額   ─    ─   3,093    

４ 減損損失 ※4 579 579 0.3 ─ 475 0.3 579 3,973 1.2

税金等調整前中間(当期) 
純利益     24,418 15.1 27,071 15.1   49,037 14.5

法人税、住民税 
及び事業税   9,310   9,446 19,222   

法人税等調整額   △ 521 8,788 5.4 △3 9,442 5.2 △1,486 17,735 5.3

少数株主利益     406 0.3  341 0.2   747 0.2

中間(当期)純利益     15,224 9.4  17,287 9.7   30,554 9.0

            



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

［中間連結剰余金計算書］ 

  

  
  
次へ 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     25,179   25,179 

             

Ⅱ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

25,179 25,179

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     130,772   130,772 

             

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 １ 中間(当期)純利益   15,224 15,224 30,554 30,554 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   1,779   4,321   

２ 役員賞与   159   159   

３ 連結子会社増加による 
利益剰余金減少高 

1,403 1,403  

４ 連結子会社減少による 
利益剰余金減少高 

8 3,351 8 5,893

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

142,644 155,433

   



［中間連結株主資本等変動計算書］ 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 155,433 △2,898 201,034 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,542   △2,542 

 利益処分による役員賞与     △135   △135 

 中間純利益     17,287   17,287 

 自己株式の取得       △5,400 △5,400 

 自己株式の処分      △9 9 0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)         ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ─ ─ 14,600 △5,390 9,209 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 170,033 △8,288 210,244 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 11,151 564 11,715 ─ 3,957 216,707 

中間連結会計期間中の変動額             

 剰余金の配当           △2,542 

 利益処分による役員賞与           △135 

 中間純利益           17,287 

 自己株式の取得           △5,400 

 自己株式の処分           0 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) △1,237 56 △1,181 17 253 △910 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △1,237 56 △1,181 17 253 8,299 

平成18年９月30日残高(百万円) 9,913 620 10,534 17 4,210 225,006 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 24,418 27,071 49,037

減価償却費   7,377 8,444 16,206 

受取利息及び受取配当金   △379 △513 △635 

支払利息   202 199 420 

持分法による投資利益   △812 △861 △1,718 

固定資産廃棄損   ─ 43 299 

固定資産売却益   △30 ─ △30 

減損損失   579 ─ 579 

貸倒引当金の減少額   △152 △51 △124 

退職給付引当金 
の増減(△)額 

 △577 943 △1,057

役員退職慰労引当金 
の減少額 

 △1,638 △21 △1,636

環境対策引当金の増加額   ─ ─ 3,093 

売上債権の増加額   △2,433 △14,216 △7,515 

たな卸資産の増加額   △6,173 △5,130 △7,330 

仕入債務の増加額   1,768 4,326 15,042 

その他   1,056 8,287 △2,220 

小計   23,207 28,523 62,410 

利息及び配当金の受取額   601 1,784 1,261 

利息の支払額   △259 △174 △419 

法人税等の支払額   △10,528 △10,993 △18,371 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 13,021 19,139 44,881

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

固定資産の取得 
による支出 

 △6,880 △12,914 △24,844

固定資産の売却 
による収入 

 442 ─ 442

投資有価証券の取得 
による支出 

 △65 △0 △65

投資有価証券の売却 
による収入 

 402 350 409

子会社関連会社への出資に
よる支出 

 △378 ─ △1,145

貸付金等純増加額   △319 △1,008 △1,702 

その他   △137 △95 889 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △6,935 △13,668 △26,015



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

短期借入金純増減(△)額   1,137 △1,010 △46 

長期借入金の返済による 
支出 

 △451 △576 △553

長期借入金の借入れによる 
収入 

 ─ 51 ─

自己株式の取得による支出   ─ △5,400 ― 

配当金の支払額   △1,778 △2,540 △4,319 

少数株主への配当金 
の支払額 

 △133 △99 △227

その他   △5 0 △12 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,231 △9,575 △5,160

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 72 87 389

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減(△)額 

 4,927 △4,017 14,095

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 46,474 60,845 46,474

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金 
及び現金同等物の増加額 

 276 ─ 276

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※1 51,678 56,828 60,845

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

  

当中間連結会計期間よりJSR 

Micro Korea Co.,Ltd.を重要性

の観点より連結の範囲に含め

た。ま た、Techno  Polymer 

Singapore Pte Ltd.は清算手続

きを開始し、重要性がなくなっ

たため、当中間連結会計期間よ

り連結の範囲から除いている。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社(26社) 

株式会社エラストミックス 

九州ゴム加工株式会社 

JSR AMERICA,INC. 

ELASTOMIX(THAILAND) 

CO.,LTD. 

株式会社イーテック 

テクノポリマー株式会社 

日本カラリング株式会社 

株式会社エクセル東海 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD. 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd. 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd. 

TECHNO POLYMER AMERICA, 

INC. 

上海虹彩塑料有限公司 

ＪＳＲマイクロ九州株式会社 

株式会社ＪＳＲマイクロテッ

ク 

株式会社ディーメック 

ＪＳＲオプテック筑波株式会

社 

JSR Micro N.V. 

JSR Micro, Inc. 

JSR Micro Korea Co.,Ltd. 

ＪＳＲ物流株式会社 

ＪＳＲエンジニアリング株式

会社 

日合工業株式会社 

ＪＳＲトレーディング株式会

社 

ＪＳＲサービス株式会社 

ＪＮＴシステム株式会社 

  

当連結 会 計年度 より JSR 

Micro Korea Co.,Ltd.を重要性

の観点より連結の範囲に含め

た。ま た、Techno  Polymer 

Singapore Pte Ltd.は清算手続

きを開始し、重要性がなくなっ

たため、当連結会計年度より連

結の範囲から除いている。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

大科能樹脂(上海)技術発展有

限公司他 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼさな

いので連結の範囲から除外して

いる。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

同左 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同左 

  

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社の、総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見

合う額)等はいずれも小規模で

あり、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼさないの

で連結の範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 非連結子会社及び関連会社の

うち、日本ブチル㈱(関連会

社)、日本特殊コーティング㈱

(関連会社)、ジェイエスアール

クレイトン エラストマー㈱

(関連会社)及び錦湖ポリケム㈱

(関連会社)の４社を持分法適用

会社に含めている。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 同左 

(2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は中

間連結純損益及び利益剰余金等

からみて、いずれも小規模であ

り、全体としても中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさない

ので持分法適用範囲から除外し

ている。 

(2) 同左 (2) 非連結子会社(大科能樹脂(上

海)技術発展有限公司他)、関連

会社(東部ブタジエン㈱他)は連

結純損益及び利益剰余金等から

みて、いずれも小規模であり、

全体としても連結財務諸表に重

要な影響を及ぼさないので持分

法適用範囲から除外している。 

(3) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

決算日現在の中間財務諸表を使

用している。 

(3) 同左 (3) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer(Thailand)  

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai)  

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の９社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち 

JSR AMERICA,INC.、 

ELASTOMIX(THAILAND)CO.,LTD.、 

TECHNO POLYMER HONG KONG 

CO.,LTD.、 

Techno Polymer (Thailand) 

Co.,Ltd.、 

Techno Polymer (Shanghai) 

Co.,Ltd.、 

TECHNO POLYMER AMERICA,INC.、 

上海虹彩塑料有限公司、 

JSR Micro N.V.及びJSR Micro, 

Inc.の９社の事業年度の末日は12

月31日である。連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってい

る。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法または償却原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法(一部については定

額法)を採用している。ただ

し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法によ

っている。 

なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法によっている。 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

ただし、のれんについては

均等償却(５年)している。自

社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっている。 

② 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっている。 

ただし、営業権については

均等償却(５年)している。自

社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっている。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

②   ―――― ② 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与
の支出に充てるため、支給見
込額に基づき当中間連結会計
期間において発生していると
認められる額を計上してい
る。 
(会計処理の変更) 

当中間連結会計期間から

「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を国内会社に適

用している。なお、この変更

による営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益に

与える影響は軽微である。 

②   ―――― 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込み額に基づき、当連

結会計年度末において発生し

ていると認められる額を計上

している。 

数理計算上の差異は、発生

連結会計年度の翌連結会計年

度に一括して（一部の子会社

は10年間による定額法で）費

用処理している。 

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を当

中間連結会計期間から適用して

いる。これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純

利益は674百万円増加してい

る。なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載して

いる。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（３年）

による定額法により按分した

額を費用処理している。 

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を当

連結会計年度から適用してい

る。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利

益は1,348百万円増加してい

る。なお、セグメント情報に与

える影響は当該箇所に記載して

いる。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

④ 役員退職慰労引当金 
連結子会社のうち㈱エラス
トミックス、テクノポリマー
㈱、㈱エクセル東海及びＪＳ
Ｒエンジニアリング㈱は、役
員の退職慰労金支出に備える
ため内規に基づく中間期末要
支給額を引当計上している。 
なお当社においては、平成
17年６月17日の定時株主総会
の日をもって役員退職慰労金
制度を廃止したため、役員退
職慰労引当金残高を取り崩し
ている。なお、未払額につい
ては長期未払金として固定負
債「その他」に含めており、
その支払は役員の退任時とし
ている。 

④ 役員退職慰労引当金 
連結子会社のうち㈱エクセ
ル東海は、役員の退職慰労金
支出に備えるため内規に基づ
く中間期末要支給額を引当計
上している。 

④ 役員退職慰労引当金 
連結子会社のうち㈱エラス
トミックス、テクノポリマー
㈱、㈱エクセル東海及びＪＳ
Ｒエンジニアリング㈱は、役
員の退職慰労金支出に備える
ため内規に基づく期末要支給
額を引当計上している。 
なお当社においては、平成
17年６月17日の定時株主総会
の日をもって役員退職慰労金
制度を廃止したため、役員退
職慰労引当金残高を取り崩し
ている。なお、未払額につい
ては長期未払金として固定負
債「その他」に含めており、
その支払は役員の退任時とし
ている。 

⑤    ―――― ⑤ 環境対策引当金 
ポリ塩化ビフェニル（ＰＣ
Ｂ）の処分等にかかる支出に
備えるため、今後発生すると
見込まれる金額を計上してい
る。 

⑤ 環境対策引当金 
    同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は中間決算日の直物為替
相場により、収益及び費用は期
中平均相場により、それぞれ円
貨に換算し、換算差額は少数株
主持分及び資本の部における為
替換算調整勘定に含めている。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額は損
益として処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は中間決算日の直物為替
相場により、収益及び費用は期
中平均相場により、それぞれ円
貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定
及び少数株主持分に含めてい
る。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準 
外貨建金銭債権債務は、連結
決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益と
して処理している。 
なお、在外子会社等の資産及
び負債は決算日の直物為替相場
により、収益及び費用は期中平
均相場により、それぞれ円貨に
換算し、換算差額は少数株主持
分及び資本の部における為替換
算調整勘定に含めている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 
同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理に

よっている。なお、通貨スワッ

プ取引については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当

処理を、金利スワップ取引につ

いては、特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用

している。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金利ス

ワップ取引については、特例処

理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用している。 

  

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

  同左  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  通貨スワップ 

  金利スワップ 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

  同左 

（ヘッジ対象） 

  外貨建貸付金 

  借入金の利息 

（ヘッジ対象） 

 同左 

（ヘッジ対象） 

  同左 

③ヘッジ方針 

 外貨建貸付金の為替変動リス

ク及び借入金の金利変動リスク

を回避する目的で、それぞれ通

貨スワップ、金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っている。 

③ヘッジ方針 

 同左 

  

③ヘッジ方針 

 同左 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動等を完全に相

殺するものと想定できるため、

ヘッジ有効性の判定は省略して

いる。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっている。 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 ①消費税等の会計処理について 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理について 

同左 

②納付税額及び法人税等調整額

の計算方法 

中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる利益処分による圧縮積立金

及び特別償却準備金の積立て及

び取崩しを前提として、当中間

連結会計期間に係る金額を計算

している。 

②納付税額及び法人税等調整額

の計算方法 

中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる圧縮積立金及び特別償却準

備金の積立て及び取崩しを前提

として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算している。 

②   ―――― 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ケ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

る。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用してい

る。 

これにより税金等調整前中間純利

益は579百万円減少している。ま

た、減損損失累計額579百万円は、

改正後の中間連結財務諸表規則に基

づき、当該資産の金額から直接減額

している。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用している。なお、従

来の「資本の部」の合計に相当する

金額は220,778百万円である。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当中間連結会計期間から「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第8号）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 最終改正平成18年５

月31日 企業会計基準適用指針第11

号）を適用している。なお、この変

更による営業利益、経常利益及び税

金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微である。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

これにより税金等調整前当期純利

益は579百万円減少している。ま

た、減損損失累計額579百万円は、

改正後の連結財務諸表規則に基づ

き、当該資産の金額から直接減額し

ている。 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「営

業外収益」の「試作品売却益」は、営業外収益の総額

の10／100以下となったため、当中間連結会計期間から

「営業外収益」の「その他の営業外収益」に含めて表

示している。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「財

務活動によるキャッシュ・フロー」の「自己株式の取

得による支出」は重要性がなくなったため、当中間連

結会計期間から「財務活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に含めている。 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「流

動資産」の「繰延税金資産」、「有形固定資産」の

「建設仮勘定」、「投資その他の資産」の「長期貸付

金」と「繰延税金資産」及び「固定負債」の「役員退

職慰労引当金」は、それぞれ金額的重要性が乏しいた

め、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示

している。当中間連結会計期間における金額は、「繰

延税金資産」（流動）4,522百万円、「建設仮勘定」

3,599百万円、「長期貸付金」3,990百万円、「繰延税

金資産」（固定）2,307百万円、「役員退職慰労引当

金」４百万円である。 

前中間連結会計期間において区分掲記していた「無

形固定資産」の「ソフトウエア」は金額的重要性が乏

しいため、当中間連結会計期間より「その他」を含め

て無形固定資産として表示している。当中間連結会計

期間における「ソフトウエア」の金額は2,477百万円で

ある。 

前中間連結会計期間において区分掲記していた「流

動負債」の「一年内返済長期借入金」については金額

的重要性が乏しいため、当中間連結会計期間より「短

期借入金」に含めて表示している。当中間連結会計期

間における「一年内返済長期借入金」の金額は1,728百

万円である。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において区分掲記していた「営

業外収益」の「賃貸料」及び「営業外費用」の「たな

卸資産評価損」、「減価償却費」は、金額的重要性が

乏しいため、当中間連結会計期間より「その他の営業

外収益」及び「その他の営業外費用」に含めて表示し

ている。当中間連結会計期間における金額は、「賃貸

料」156百万円、「たな卸資産評価損」48百万円、「減

価償却費」59百万円である。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において「財務活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自己株

式の取得による支出」（前中間連結会計期間５百万

円）は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期

間より区分掲記している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 4,944百万円

機械装置及び 
運搬具 

5,138百万円

土地 4,473百万円

計 14,556百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 4,611百万円

機械装置及び
運搬具 

4,830百万円

土地 4,473百万円

計 13,914百万円

銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ このうち次のとおり担保とし

て財団根抵当に供している。 

(担保資産) 

  

(債務の名称) 

建物及び構築物 4,764百万円

機械装置及び
運搬具 

4,930百万円

土地 4,473百万円

計 14,168百万円

銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 248百万円

その他（２社） 19百万円

計 268百万円

   

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 185百万円

その他（２社） 224百万円

計 409百万円

  

 ２ 偶発債務 

借入債務に対し、次のとおり

債務保証を行っている。 

従業員 211百万円

その他（２社） 49百万円

計 260百万円

   

３ 輸出為替手形割

引高 
331百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
333百万円

３ 輸出為替手形割

引高 
257百万円

※４   ―――― ※４ 中間連結会計期間末日満

期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決

済処理している。当中間連

結会計期間の末日は金融機

関の休業日であったため、

次の満期手形が中間連結会

計期間末日残高に含まれて

いる。 

  受取手形 976百万円 

※４   ―――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,339百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料4,514百万円である。 

※１ このうち主なものは、運送保

管料9,018百万円である。 

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 4,594百万円

退職給付費用 △173百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 

13百万円

試験研究費 4,197百万円

   

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 4,910百万円

退職給付費用 223百万円

試験研究費 4,823百万円

  

※２ このうち主なものは次のとお

りである。 

給与及び手当 9,440百万円

退職給付費用 △554百万円
役員退職慰労 
引当金繰入額 

13百万円

試験研究費 8,339百万円

※３ 土地売却益である。 

  

※４ 減損損失 

当社グループは、事業に供してい

る資産については事業もしくはそれ

に準じた単位で資産のグルーピング

を行い、遊休及び休止資産について

は個々の単位で把握を行った。 

  当中間連結会計期間において、遊

休及び休止資産について将来におけ

る具体的な使用計画を勘案し、回収

可能価額が帳簿価額を下回るものに 

ついて帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上した。 

なお、減損損失の測定に使用した回

収可能価額は、今後の事業計画や付

随費用を考慮してゼロとしている。 

  

場所 三重県四日市市 

用途 ＡＢＳ樹脂製造設備 

種類 機械装置及び構築物 

減損損失 579百万円 

その他 一部休止状態 

※３   ―――― 

  

※４   ―――― 

※３ 土地売却益である。 

  

※４ 減損損失 

当社グループは、事業に供してい

る資産については事業もしくはそれ

に準じた単位で資産のグルーピング

を行い、遊休及び休止資産について

は個々の単位で把握を行った。 

  当連結会計年度において、遊休及

び休止資産について将来における具

体的な使用計画を勘案し、回収可能

価額が帳簿価額を下回るものについ

て帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上した。 

なお、減損損失の測定に使用した回

収可能価額は、今後の事業計画や付

随費用を考慮してゼロとしている。 

  

場所 三重県四日市市 

用途 ＡＢＳ樹脂製造設備 

種類 機械装置及び構築物 

減損損失 579百万円 

その他 一部休止状態 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加２千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる

増加2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少４千株である。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 255,885 ― ― 255,885

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 1,663 2,002 4 3,661

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少 
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
平 成 18 年 ス ト ッ
ク・オプションと
しての新株予約権 

― ― ― ― ― 17 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月16日 
定時株主総会 

普通株式 2,542 10 平成18年３月31日 平成18年６月16日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月24日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 3,026 12 平成18年９月30日 平成18年11月28日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 22,209百万円

有価証券 29,499百万円

 計 51,708百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△30百万円

現金及び現金同 
等物 

51,678百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

  

現金及び預金 17,248百万円

有価証券 39,773百万円

 計 57,021百万円
預入期間３ケ月
を超える定期預 
金 

△192百万円

現金及び現金同
等物 

56,828百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 25,520百万円

有価証券 35,355百万円

 計 60,875百万円
預入期間３ケ月 
を超える定期預 
金 

△30百万円

現金及び現金同 
等物 

60,845百万円



(リース取引関係) 

  

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  その他 
(工具器具
備品) 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)
取得価額  
相当額 

698 18 717

減価償却累
計額相当額 

271 14 286

中間期末 
残高相当額 426 4 431

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  その他
(工具器具
備品) 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円)

 
合計 
  

(百万円)
取得価額  
相当額 

622 32 654

減価償却累
計額相当額 

318 13 331

中間期末 
残高相当額 304 19 323

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

 その他
(工具器具
備品) 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 
取得価額
相当額 

711 47 758

減価償却累
計額相当額

346 22 369

期末残高
相当額 364 24 389

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

１年内 141百万円 

１年超 289百万円 

合計 431百万円 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

１年内 136百万円 

１年超 186百万円 

合計 323百万円 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 142百万円

１年超 246百万円

合計 389百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 78百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 128百万円

減価償却費相当額 128百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失 

 はない。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

  同左 



(有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) その他有価証券で時価のあるものの減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上

50％未満下落したもののうち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。なお、当中間連結

会計期間において減損の対象となるものはなかった。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注)  当中間連結会計期間において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 10,291 26,699 16,407 

合計 10,291 26,699 16,407 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,208 

コマーシャルペーパー 29,499 

優先出資証券 2,500 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株式 10,021 26,814 16,793 

合計 10,021 26,814 16,793 

  中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,225 

コマーシャルペーパー 39,773 

優先出資証券 2,500 



  

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っていない。 

なお、当該減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下落したものの

うち回復可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて減損処理している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) 当連結会計年度において、非上場株式について減損処理を行っていない。 

なお、その他有価証券で時価のない株式の減損処理にあたっては、当該株式の実質価額が取得原価に比べて50％以上低下し

た場合には、株式の実質価額が著しく低下したと判断し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、減損

処理している。 

  

種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額（百万円）

株 式 10,291 29,190 18,898

合計 10,291 29,190 18,898 

  連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 3,226 

コマーシャルペーパー 35,355 

優先出資証券 2,500 



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

  

(注) １ 時価の算定方法………先物為替相場を使用している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、記載対象から除いている。 

対象物の 
種類 種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日） 

契約額等
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益 
(百万円) 

通貨 

為替予約 
取引         

売建                   

米ドル 2,269 2,315 △45 2,550 2,611 △61 2,633 2,652 △19 

  ユーロ ─ ─ ─ 0 0 △0 ─ ─ ─ 

  買建                   

  米ドル ─ ─ ─ 39 39 0 199 198 △0 

  ユーロ ─ ─ ─ 20 20 △0 13 13 0 

  
スイス

フラン 
─ ─ ─ 7 7 0 1 1 0 

  合計 2,269 2,315 △45 2,617 2,679 △61 2,846 2,866 △19 



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

一般管理費 17百万円 

  

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  平成18年ストック・オプション 
付与対象者の区分及び人数 当社の取締役9名及び執行役員13名
株式の種類別ストック・オプシ
ョンの付与数 

普通株式 39,100株

付与日 平成18年８月１日

権利確定条件および対象勤務期
間 

（１）新株予約権者は、当社の取締役または執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日（以下「権利行使開始日」という。）から新株予約
権を行使できるものとする。 
（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は以下の①、②に定める
場合には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるもの
とする。 
①平成37年６月16日に至るまで新株予約権者が権利行使日を迎えなかっ
た場合 
 平成37年６月17日から平成38年６月16日まで 
②当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換
契約書の議案または株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場
合 
 当該承認日の翌日から15日以内 

権利行使期間 
平成18年８月２日から平成38年６月16日まで
新株予約権者は、当社の取締役または執行役員のいずれの地位をも喪失
した日の翌日から新株予約権を行使できる。 

権利行使価格 １円 
付与日における公正な評価単価 2,469円



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

49,981 12,247 33,115 66,482 161,826 ― 161,826

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 49,981 12,247 33,115 66,482 161,826 ― 161,826

営業費用 44,532 10,942 30,929 48,781 135,185 1,778 136,964

営業利益 5,449 1,304 2,185 17,701 26,640 (1,778) 24,861

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高               

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

56,507 11,564 30,985 79,973 179,030 ― 179,030

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

253 1,830 ― 8,649 10,732 (10,732) ―

計 56,761 13,394 30,985 88,623 189,763 (10,732) 179,030

営業費用 51,074 12,552 29,397 67,575 160,599 (9,058) 151,540

営業利益 5,686 842 1,587 21,047 29,164 (1,674) 27,490



前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、事業目的において区分された項目別とし、その事業規模も勘案して、エラストマー事業・エマルジョ

ン事業・合成樹脂事業及び多角化事業に区分している。 

２ 各事業区分の主要製品 

３ 営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、基礎的研究開発等に係る費用である。 

４ 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載の通り、前中間連結会計期間から「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」を適用している。これにより前

中間連結会計期間では、エラストマー事業215百万円、エマルジョン事業62百万円、多角化事業397百万円、前連結会計年

度では、エラストマー事業430百万円、エマルジョン事業124百万円、多角化事業794百万円、それぞれ営業利益が増加し

ている。 

５ 従来、セグメント間取引については、これを消去した上で事業の種類別セグメント情報を表示していたが、より適切に開

示するために、当中間連結会計期間から売上高（２）セグメント間の内部売上高又は振替高を記載している。 

前中間連結会計期間の（２）セグメント間の内部売上高又は振替高の金額は、エラストマー事業255百万円、エマルジョ

ン事業1,425百万円、多角化事業5,940百万円である。前連結会計年度の（２）セグメント間の内部売上高又は振替高の金

額は、エラストマー事業454百万円、エマルジョン事業3,428百万円、多角化事業10,791百万円である。なお、この変更に

よる事業の種類別セグメントにおける各セグメント営業利益への影響はない。 

  

  
エラスト 
マー事業 
(百万円) 

エマルジョ
ン事業 
(百万円) 

合成樹脂
事業 
(百万円) 

多角化事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高       

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

104,021 24,943 66,450 142,744 338,159 ― 338,159

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ― ― ―

計 104,021 24,943 66,450 142,744 338,159 ― 338,159

営業費用 92,277 22,388 62,248 104,519 281,433 3,369 284,802

営業利益 11,743 2,554 4,202 38,225 56,726 (3,369) 53,357

事業区分 主要製品 

エラストマー事業 
スチレン・ブタジエンゴム、ポリブタジエンゴム、エチレン・プロピレンゴム等の合
成ゴム及び精練加工品、熱可塑性エラストマー及び加工品 

エマルジョン事業 
スチレン・ブタジエンラテックス、アクリルエマルジョン等のエマルジョン製品及び
加工品 

合成樹脂事業 ＡＢＳ樹脂、ＡＥＳ樹脂、ＡＳ樹脂等の合成樹脂 

多角化事業 

半導体製造用材料（フォトレジスト、ＣＭＰ材料、実装材料、反射防止膜等）、フラ
ットパネル・ディスプレイ用材料（カラー液晶ディスプレイ用材料、プラズマ・ディ
スプレイ用材料等）、光学材料（光ファイバー用コーティング材料、機能性コーティ
ング材料、反射防止膜材料等、耐熱透明樹脂及び機能性フィルム等）、機能化学品
（高機能コーティング材料、多機能高性能分散剤、工業用粒子、メディカル関連粒子
等）、化成品及び化学品類、回路検査治具等機器、包装資材、ポリマー等製造技術、
その他 

前中間連結会計期間  1,778百万円 当中間連結会計期間  1,674百万円 前連結会計年度 3,369百万円



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 日本以外の区分に属する主な国又は地域 

  その他の地域……………中国、韓国、タイ、米国、欧州 

２ 「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は、「事業の種類別セグメント情報」の「注３」と同一である。 

３ 従来、セグメント間取引については、これを消去した上で事業の種類別セグメント情報を表示していたが、より適切に開

示するために、当中間連結会計期間から売上高（２）セグメント間の内部売上高又は振替高を記載している。 

前中間連結会計期間の（２）セグメント間の内部売上高又は振替高の金額は、日本9,340百万円、その他の地域212百万円

である。前連結会計年度の（２）セグメント間の内部売上高又は振替高の金額は、日本22,710百万円、その他の地域744

百万円である。なお、この変更による所在地別セグメントにおける各セグメント営業利益への影響はない。 

  

  

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

143,317 18,508 161,826 ― 161,826

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 143,317 18,508 161,826 ― 161,826 

営業費用 117,562 17,623 135,185 1,778 136,964 

営業利益 25,754 885 26,640 (1,778) 24,861 

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

150,925 28,105 179,030 ― 179,030

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

14,604 1,129 15,733 (15,733) ―

計 165,530 29,234 194,764 (15,733) 179,030 

営業費用 140,190 25,410 165,600 (14,059) 151,540 

営業利益 25,339 3,824 29,164 (1,674) 27,490 

  
日本 

（百万円） 
その他の地域
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

292,963 45,196 338,159 ― 338,159

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

― ― ― ― ―

計 292,963 45,196 338,159 ― 338,159 

営業費用 238,984 42,449 281,433 3,369 284,802 

営業利益 53,979 2,746 56,726 (3,369) 53,357 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国及び地域の区分は地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……………中国、韓国、台湾、タイ、シンガポール 

(2) 北米………………米国 

(3) その他の地域……欧州 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 50,744 6,124 5,381 62,250 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       161,826 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

31.4 3.8 3.3 38.5

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 54,309 6,915 7,341 68,566 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       179,030 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

30.3 3.9 4.1 38.3

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 107,686 12,955 10,901 131,543 

Ⅱ 連結売上高(百万円)       338,159 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

31.9 3.8 3.2 38.9



 (１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

  １ １株当たり純資産額 

  ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 777.78円 １株当たり純資産額 875.33円 １株当たり純資産額 836.31円

１株当たり中間純利益 59.88円 １株当たり中間純利益 68.23円 １株当たり当期純利益 119.63円

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

59.88円
潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

68.21円
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

119.61円

  前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額 ― 225,006百万円 ― 

純資産の部の合計額から控除する金

額 
―   4,227百万円 ― 

（うち新株予約権） ―      17百万円 ― 

（うち少数株主持分） ―   4,210百万円 ― 

普通株式に係る中間連結会計期間末

の純資産額 
― 220,778百万円 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間連結会計期間末の普通株式

の数 

― 252,224千株 ― 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

中間（当期）純利益 15,224百万円 17,287百万円 30,554百万円 

普通株主に帰属しない金額 

（うち、利益処分による取締役賞与

金） 

― 

（―） 

― 

（―） 

142百万円 

（142百万円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 15,224百万円 17,287百万円 30,412百万円 

普通株式の期中平均株式数 254,225千株 253,388千株 254,224千株 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた中間

（当期）純利益調整額 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通

株式増加数 

新株予約権 35千株 新株予約権71千株 新株予約権62千株 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含まれなかった潜在株

式 

― ― ― 



(重要な後発事象) 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――― ――――

当社は、会社法第165条の第２項の規

定による定款の定めに基づく自己株

式の取得として、平成18年６月５日

開催の取締役会において自己株式を

買受けることを決議した。 

(1)理由 

機動的な資本政策を遂行するため 

(2)取得する株式の種類 

 普通株式 

(3)取得する株式の総数 

 200万株(上限) 

(4)株式の取得価額の総額 

 65億円(上限) 

(5)自己株式買受けの日程 

 平成18年６月６日から平成18年９

月５日まで 

(6)自己株式の取得方法 
 市場買付 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   16,161   6,740   18,304   

２ 受取手形 ※6 3,235   3,047   3,069   

３ 売掛金   52,854   72,493   59,206   

４ 有価証券   29,499   39,773   35,355   

５ たな卸資産   39,901   46,155   42,396   

６ 未収入金   19,679   32,728   25,419   

７ 短期貸付金   1,570   ─   ─   

８ 繰延税金資産   2,713   ─   ─   

９ その他   724   5,007   5,419   

貸倒引当金   △  21   △ 18   △ 19   

流動資産合計   166,319 56.6 205,928 59.3 189,152 57.4 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 
※
1,2 

  

(1) 建物   14,086   15,349   15,704   

(2) 機械装置   23,690   28,726   27,958   

(3) 土地   14,334   14,343   14,338   

(4) 建設仮勘定   1,237   ─   ─   

(5) その他   9,506   12,910   11,187   

有形固定資産計   62,855   71,329   69,189   

２ 無形固定資産   2,104   5,630   5,954   

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券等   45,229   46,087   48,407   

(2) 長期貸付金   16,259   16,232   15,796   

(3) その他   1,255   2,272   1,270   

貸倒引当金   △  141   △ 151   △ 141   

投資その他の資産計   62,603   64,441   65,333   

固定資産合計   127,563 43.4 141,401 40.7 140,476 42.6 

資産合計   293,882 100.0 347,330 100.0 329,629 100.0 



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   46,098   69,132   54,052   

２ 短期借入金 ※2 13,843   15,343   15,343   

３ 一年以内償還社債   ─   10,000   10,000   

４ 未払金   3,371   ─   11,178   

５ 未払法人税等   7,288   ─   ─   

６ 未払消費税等 ※3 157   ─   ─   

７ 未払費用   9,449   11,447   10,586   

８ その他 ※3 4,123   23,358   16,418   

流動負債合計   84,332 28.7 129,281 37.2 117,577 35.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債   10,000   ─   ─   

２ 長期借入金 ※2 2,500   1,000   1,000   

３ 退職給付引当金   12,276   12,521   11,707   

４ 環境対策引当金   ―   2,832   2,832   

５ 繰延税金負債   4,092   ─   ─   

６ その他   1,364   4,531   5,520   

固定負債合計   30,233 10.3 20,885 6.0 21,059 6.4 

負債合計   114,566 39.0 150,166 43.2 138,637 42.1 



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金   23,320 7.9 ─ ─ 23,320 7.1 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金   25,179 8.6 ─ ─ 25,179 7.6 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金   3,710   ─   3,710   

２ 任意積立金               

(1) 特別償却準備金   971   ─   971   

(2) 固定資産圧縮積立金   4,323   ─   4,323   

(3) 別途積立金   42,431   ─   42,431   

任意積立金計   47,725   ─   47,725   

３ 中間(当期)未処分利益   72,703   ─   82,956   

利益剰余金合計   124,139 42.2 ─ ─ 134,392 40.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   9,568 3.3 ─ ─ 10,998 3.3 

Ⅴ 自己株式   △ 2,891 △1.0 ─ ─ △ 2,898 △0.9 

資本合計   179,316 61.0 ─ ─ 190,992 57.9 

負債・資本合計   293,882 100.0 ─ ─ 329,629 100.0 



  

  

  
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   ― ― 23,320 6.7 ― ― 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―   25,179   ―   

 資本剰余金合計   ― ― 25,179 7.3 ― ― 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―   3,710   ―   

(2) その他利益剰余金               

特別償却準備金   ―   1,031   ―   

固定資産圧縮積立金   ―   3,916   ―   

  別途積立金   ―   42,431   ―   

  繰越利益剰余金   ―   96,060   ―   

 利益剰余金合計   ― ― 147,150 42.4 ― ― 

４ 自己株式   ― ― △ 8,288 △2.4 ― ― 

株主資本合計   ― ― 187,361 54.0 ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券 
  評価差額金 

― ― 9,784 2.8 ― ― 

評価・換算差額等合計   ― ― 9,784 2.8 ― ― 

Ⅲ 新株予約権   ― ― 17 0.0 ― ― 

純資産合計   ― ― 197,163 56.8 ― ― 

負債・純資産合計   ― ― 347,330 100.0 ― ― 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     111,571 100.0   122,720 100.0   232,315 100.0 

Ⅱ 売上原価     72,560 65.0   81,827 66.7   152,295 65.6 

売上総利益     39,010 35.0   40,893 33.3   80,019 34.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     17,891 16.1   19,894 16.2   36,938 15.9 

営業利益     21,119 18.9   20,999 17.1   43,080 18.5 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   102     132     215     

２ 受取配当金   1,668     2,451     2,933     

３ その他の営業外収益   1,437 3,208 2.9 1,585 4,169 3.4 2,647 5,797 2.5 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   137     157     273     

２ その他の営業外費用   1,922 2,059 1.8 1,906 2,063 1.7 3,983 4,256 1.8 

   経常利益     22,268 20.0   23,104 18.8   44,621 19.2 

Ⅵ 特別利益 ※1   30 0.0   341 0.3   30 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※2   ― ―   305 0.2   3,007 1.3 

税引前中間(当期) 
純利益     22,299 20.0 23,141 18.9   41,644 17.9

法人税、住民税 
及び事業税   7,682   7,610 15,289   

法人税等調整額   △ 49 7,632 6.9 148 7,758 6.4 △1,107 14,181 6.1 

中間(当期)純利益     14,667 13.1   15,382 12.5   27,463 11.8 

前期繰越利益     58,035     ―     58,035   

中間配当額     ―     ―     2,542   

中間(当期)未処分 
利益     72,703 ―   82,956 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 

利益剰余金 

資本 

準備金 

利益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 
合計 特別償却 

準備金 

固定資産 

圧縮積立金 

別途 

積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 971 4,323 42,431 82,956 134,392 

中間会計期間中の変動額                 

 剰余金の配当             △2,542 △2,542 

 利益処分による役員賞与             △73 △73 

 中間純利益             15,382 15,382 

 特別償却準備金の取崩       △523     523 ― 

 特別償却準備金の積立       584     △584 ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩         △409   409 ― 

 固定資産圧縮積立金の積立         3   △3 ― 

 自己株式の取得                 

 自己株式の処分             △9 △9 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額)                 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― ― 60 △406 ― 13,103 12,757 

平成18年９月30日残高(百万円) 23,320 25,179 3,710 1,031 3,916 42,431 96,060 147,150 

  
株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金 

平成18年３月31日残高(百万円) △2,898 179,994 10,998 ― 190,992 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当   △2,542     △2,542 

 利益処分による役員賞与   △73     △73 

 中間純利益   15,382     15,382 

 特別償却準備金の取崩   ―     ― 

 特別償却準備金の積立   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩   ―     ― 

 固定資産圧縮積立金の積立   ―     ― 

 自己株式の取得 △5,400 △5,400     △5,400 

 自己株式の処分 9 0     0 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

    △1,213 17 △1,195 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △5,390 7,367 △1,213 17 6,171 

平成18年９月30日残高(百万円) △8,288 187,361 9,784 17 197,163 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法または償却原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

    同左 

 (3) たな卸資産 

 総平均法に基づく原価法 

 (3) たな卸資産 

    同左 

 (3) たな卸資産 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっている。 

ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については、定額法に

よっている。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

 同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっている。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、のれんについては均

等償却(５年)している。自社利

用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によってい

る。 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっている。 

ただし、営業権については均

等償却(５年)している。自社利

用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によってい

る。 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 同左 

(2)   ―――― (2) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき当中間会計期間におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

 (会計処理の変更) 

当中間会計期間から「役員賞

与に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年11月29

日 企業会計基準第４号)を国

内会社に適用している。なお、

この変更による営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益に与

える影響は軽微である。 

 (2)   ―――― 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

  

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を当

中間会計期間から適用してい

る。これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は

674百万円増加している。 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（３年）による

定額法により按分した額を費用

処理している。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

数理計算上の差異は、発生事

業年度の翌事業年度に一括して

費用処理している。 

  

（会計処理の変更） 

「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正」（企業会計基

準第３号 平成17年３月16日）

及び「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第

７号 平成17年３月16日）を当

事業年度から適用している。こ

れにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は1,348百

万円増加している。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 

  

―――― 

  

（追加情報） 

前事業年度末まで、役員の退

職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく要支給額を役員退

職慰労引当金として計上してい

たが、平成17年６月17日の定時

株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止したため、残

高を取り崩している。なお、未

払額については長期未払金とし

て固定負債「その他」に含めて

おり、その支払は役員の退任時

としている。 

 (4)   ―――― 

  

  

 (4) 役員退職慰労引当金 

  

―――― 

  

（追加情報） 

前事業年度末まで、役員の退

職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく要支給額を役員退

職慰労引当金として計上してい

たが、平成17年６月17日の定時

株主総会の日をもって役員退職

慰労金制度を廃止したため、残

高を取り崩している。なお、未

払額については長期未払金とし

て固定負債「その他」に含めて

おり、その支払は役員の退任時

としている。 

  (5)   ―――― (5) 環境対策引当金 

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣ

Ｂ）の処分等にかかる支出に備

えるため、今後発生すると見込

まれる金額を計上している。 

(5) 環境対策引当金 

    同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算 

  日の直物為替相場により円貨に 

  換算し、換算差額は損益として 

  処理している。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ている。 

５ リース取引の処理方法 

 同左 

５ リース取引の処理方法 

 同左 



  

      
  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

通貨スワップ取引について

は、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしてい

る場合は特例処理を採用して

いる。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

通貨スワップ 

金利スワップ 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 

同左 

（ヘッジ対象） 

外貨建貸付金 

借入金の利息 

（ヘッジ対象） 

同左 

（ヘッジ対象） 

同左 

(3) ヘッジ方針 

外貨建貸付金の為替変動リ

スク及び借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で、それ

ぞれ通貨スワップ、金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に

行っている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象

に関する重要な条件が同一で

あり、ヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動等を完

全に相殺するものと想定でき

るため、ヘッジ有効性の判定

は省略している。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   同左 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい

る。 

７ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1)  同左 

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 (1)  同左 

 (2) 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による圧縮積立金及び特

別償却準備金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算して

いる。 

 (2) 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している圧縮

積立金及び特別償却準備金の

積立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金

額を計算している。 

 (2)  ―――― 



会計処理の変更 

  
    

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用している。なお、従来の

「資本の部」の合計に相当する金額

は197,146百万円である。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成している。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準等） 

当中間会計期間から「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27

日 企業会計基準第８号）及び「ス

トック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 最終改正平成18年５月31日

企業会計基準適用指針第11号）を適

用している。なお、この変更による

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益に与える影響は軽微である。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用している。 

これによる損益に与える影響はな

い。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

―――― 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において区分掲記していた「流動資

産」の「短期貸付金」「繰延税金資産」、「有形固定

資産」の「建設仮勘定」、「流動負債」の「未払金」

「未払法人税等」及び「固定負債」の「繰延税金負

債」は、それぞれ金額的重要性が乏しいため、当中間

会計期間より「その他」に含めて表示している。当中

間会計期間における金額は、「短期貸付金」1,647百万

円、「繰延税金資産」2,624百万円、「建設仮勘定」

1,617百万円、「未払金」6,531百万円「未払法人税

等」7,662百万円、「繰延税金負債」3,243百万円であ

る。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

206,931百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産 
    (財団根抵当) 

14,556百万円

  銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

214,135百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

  有形固定資産
    (財団根抵当) 

13,914百万円

  銀行取引に伴う
債務 

1百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

209,094百万円 

※２ 担保に供している資産 

(上記に対応する債務名称及

び金額) 

 有形固定資産 
    (財団根抵当) 

14,168百万円

 銀行取引に伴う 
債務 

1百万円

※３ 未払消費税等は「仮払消費税

等」及び「仮受消費税等」を

相殺して表示している。 

※３ 未払消費税等は「仮払消費税

等」及び「仮受消費税等」を

相殺して流動負債の「その

他」に含めて表示している。 

※３   ―――― 

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 245百万円

JSR Micro, Inc. 343百万円

JSR Micro N.V. 799百万円
JSR  Micro  Korea 
Co.,Ltd. 

892百万円

その他(2社) 50百万円

計 2,332百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 182百万円

JSR Micro N.V. 527百万円

その他(2社) 21百万円

計 731百万円

４ 偶発債務 

下記会社等の借入債務に対し次

のとおり債務保証を行っている。 

保証先 保証債務額 

従業員 211百万円

JSR  Micro  Korea 

Co.,Ltd. 
241百万円

JSR Micro N.V. 671百万円

その他(2社) 42百万円

計 1,166百万円

５ 輸出為替手形割引高 

331百万円

５ 輸出為替手形割引高 

333百万円

５ 輸出為替手形割引高 

257百万円

※６   ―――― ※６ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

当中間会計期間の末日は金融

機関の休業日であったため、次

の満期手形が中間会計期間末日

残高に含まれている。 

受取手形 426百万円 

※６   ―――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 特別利益の主要項目 

土地売却益 30百万円

※１ 特別利益の主要項目 

営業譲渡益 341百万円

※１ 特別利益の主要項目 

土地売却益 30百万円

※２ 特別損失の主要項目 
  

―――――― 
  

※２ 特別損失の主要項目 

アスベスト処理
費用 

281百万円

固定資産廃棄損 23百万円

※２ 特別損失の主要項目 

環境対策引当金
繰入額 

2,832百万円

固定資産廃棄損 175百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 4,755百万円

無形固定資産 319百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,759百万円

無形固定資産 760百万円

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,180百万円

無形固定資産 1,311百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加２千株及び平成18年６月５日の取締役会決議に基づく買い付けによる

増加2,000千株である。 

減少数の内訳は、ストック・オプション行使による減少４千株である。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(千株) 1,663 2,002 4 3,661



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込法により算定している。 

  工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 

516 4 520

減価償却累

計額相当額 
158 2 161

中間期末 
残高相当額 

357 1 358

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  工具器具

備品 
(百万円)

車両

運搬具 
(百万円)

合計 
  

(百万円)

取得価額 
相当額 

527 11 538

減価償却累

計額相当額 
270 4 275

中間期末 
残高相当額 

256 6 263

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

(注)取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込法に

より算定している。 

 工具器具

備品 
(百万円) 

車両 
運搬具 
(百万円) 

  
合計 
  

(百万円) 
取得価額

相当額 
527 11 538 

減価償却累

計額相当額
214 3 218 

期末残高

相当額 
313 7 320 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注)未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込法

により算定している。 

１年内 110百万円

１年超 247百万円

合計 358百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 同左 

  

  

  

  

  

１年内 114百万円

１年超 149百万円

合計 263百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注)未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込法により算定して

いる。 

１年内 114百万円

１年超 206百万円

合計 320百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 55百万円

減価償却費 
相当額 

55百万円

(3) 当中間会計期間の支払リース

料等 

支払リース料 57百万円

減価償却費
相当額 

57百万円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 89百万円

減価償却費
相当額 

89百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっている。 

  

  

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はない。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

  

  

（減損損失について） 

 同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

  

 (重要な後発事象) 

  

 (2) 【その他】 

平成18年10月24日開催の取締役会において、当社定款第31条の規定に基づき、平成18年９月30日現在の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し金銭の分配(中間配当)を次のとおり行なう

旨決議した。 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――― ――――

当社は、会社法第165条の第２項の規

定による定款の定めに基づく自己株

式の取得として、平成18年６月５日

開催の取締役会において自己株式を

買受けることを決議した。 

(1)理由 

機動的な資本政策を遂行するため 

(2)取得する株式の種類 

 普通株式 

(3)取得する株式の総数 

 200万株(上限) 

(4)株式の取得価額の総額 

 65億円(上限) 

(5)自己株式買受けの日程 

 平成18年６月６日から平成18年９

月５日まで 

(6)自己株式の取得方法 
 市場買付 

(イ)中間配当金の総額   3,026,689,692円   

(ロ)１株当たりの中間配当金額   12円   

(ハ)支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月28日 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第61期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月16日関東財務局長に提出。 

(2) 訂正発行登録書 

  平成18年６月16日関東財務局長に提出。 

(3) 自己株買付状況報告書 

  平成18年７月13日、平成18年８月10日、平成18年９月12日及び平成18年10月６日関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＪＳＲ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (3) 重要な引当金の計上基準 

② 退職給付引当金（会計処理の変更）に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年３月16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年３月16日）を適用している。 

また、会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成18年12月７日

ＪＳＲ株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているJSR株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、JSR株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                          以 上 

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 和  田  正  夫  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 河  西  正  之  ㊞ 

  
※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成17年12月６日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＳＲ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＳＲ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 ３ 引当金の計上基準 (2) 退職給付引当金（会計処理の変更）に記載され

ているとおり、会社は当中間会計期間から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号 平成17年

３月16日）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号 平成17年

３月16日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  高  橋     宏  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  和  田  正  夫  ㊞ 

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 
  

平成18年12月７日

ＪＳＲ株式会社 

 取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているJSR株

式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、JSR株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日から平

成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

  あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 高  橋     宏  ㊞   

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 和  田  正  夫  ㊞   

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 河  西  正  之  ㊞   

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（半期報告書提出会社）が別途保管している。 
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